



は じ め に
第 1章 公文書管理法施行後における文書管理の実態
第 2章 行政文書ファイル廃棄の計量分析
お わ り に ｢漢方薬」としての情報公開法
は じ め に
2009（平 21）年 7 月に公文書等の管理に関する法律（以下，「公文書管理法」
















管理に関するガイドライン」（2011（平 23）年 4 月 1 日内閣総理大臣決定，2012
314（1）





書を作成するため 意思決定を行うため の文書管理」（牧原 2006：8）で











































































おきたい。2012（平 24）年 3 月末時点（外務省・会計検査院においては 12 月 31
日に保存期間が満了するものが大多数であるため，2011（平 23）年 12 月 31 日時点
の状況）の行政機関における行政文書ファイル保有数は 14,672,757 ファイル









のうち廃棄されたそれは 2,164,048件となり，廃棄数は 2010（平 22）年度に
比べて 857,466件の増加となった4)。その結果，保管期間満了後の措置のうち





は 2010（平 22）年度に比べて 1,163 件の減少となり，移管率は 1.2％から
0.7％に下がった。2011（平 23）年度の移管数には，公文書管理法施行令 2 条
により国立公文書館に準じる機能を有するとされた宮内庁公文書館及び外交資
料館への移管数も含まれている。この移管数を差し引くと，国立公文書館への






































































































































































容」（牧原 2006：252）されてきた。1967（昭 42）年から毎年 11 月に全行政機
関をあげて実施されていた「文書管理改善週間」における発想も「もう今要ら




























ム」が実施したアンケート（2010（平 22）年 5 月 26 日)10)によれば，行政機関
は文書不存在を理由とする不開示決定に先立ち，⑴情報公開担当課室等による














































































⑸ 分 析 結 果
まず，3 変数の記述統計であるが，図表 5 の通りである。既に指摘した通
り，廃棄率の平均値が高く 39 行政機関の平均廃棄率は 79.4％となっている。





務官室の職員数（15 名，2010（平 22）年 11 月 30 日現在）を用いている。また，警察庁の職員
数については，警察庁の総職員数から会務官室の職員数を差し引いた職員数を用いている。
























































参 考 文 献
井出嘉憲 1998．「文書管理の状況と課題」法律時報 70巻 6号















原田三朗 2011．「静かな革命 公文書管理法がつくる行政のかたち② 公文書管理
法の誕生」法律のひろば 1877号
原田 久 2011．『広範囲応答型の官僚制』（信山社）







立教法学 第 88 号（2013)
298（17）
